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6月中国主要経済指標や物価等の動向
6月主要経済指標の伸び率は前月より鈍化、6月生産者物価は高止まり

 6月の主要経済指標は、前年同月比で何れも増加が続いたものの、伸び率は5月より鈍化。
 6月の都市部の失業率は5月と同率。雇用の改善は一服。
 6月の生産者物価は、資材価格の高騰等が影響し、高止まり。銅などの国家備蓄の放出等、中国政府
は資材価格の抑制に乗り出す。当対策等を受けた生産者物価の動向が注目される。
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1/2出所）図表1～3はＣＥＩＣデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

（1）中国6月主要経済指標の伸び率鈍化
• 中国国家統計局が7月15日発表した6月の主要経済指
標（工業生産、小売売上高、固定資産投資）の伸び率
は、5月より鈍化しました（図表1）。

• 工業生産は前年同月比8.3％増加したものの、伸び率
は5月の同8.8％増から鈍化しました。半導体不足の
影響等で自動車が同13.1％減と、5月の同4.0％減か
ら減少幅が拡大しました。一方、省力化投資の拡大等
を背景にロボットは60％を超える伸びとなりました。
小売売上高は同12.1％増と、伸び率はレストラン売
上や自動車販売の減少等を受けて5月の同12.4％増か
ら低下しました。工場やマンションの建設等を示す固
定資産投資は前年同期比12.6％増と、投資全体の約6
割を占める民間投資の鈍化等により、5月の同15.4％
増から減速しました（図表1）。

（2）失業率の低下は一服
• 中国国家統計局が同日発表した6月の都市部の失業率
は5.0％で、5月と同率となりました。コロナ禍によ
り悪化した2020年2月の6.2％からは1.2ポイントの
低下となっています（図表2）。また、1～6月の都市
部の新規雇用者数は698万人と、前年同期より134万
人増加しました。

（3）生産者物価は高止まり
• 中国国家統計局が7月9日発表した6月の生産者物価は
前年同月比8.8%上昇しました。資材価格の高騰等を
背景に2008年9月以来の高い伸びとなった5月の同
9.0％より鈍化したものの、高止まりとなっています。
6月の消費者物価は同1.1%上昇と、豚インフルエンザ
の影響で高騰していた豚肉の価格が落ち着いたこと等
により、上昇率は5月の同1.3％から鈍化しました
（図表3）。

• 中国国家発展改革委員会等は5月23日、鉄鉱石や鋼材
等を扱う資源会社に対し、国際商品市況の高騰に合わ
せた価格のつり上げをやめるよう指導を行いました。
また、中国国家糧食物資備蓄局は6月16日、価格安定
のために銅・アルミニウム・亜鉛の国家備蓄を放出す
ると発表しました。こうした措置で生産者物価が低下
に向かうのか注目されます。

図表1： 主要経済指標（伸び率）の動向

※前年同月比、固定資産投資関連データは前年同期比

図表2：失業率（都市部）の推移

図表3：物価の動向
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【当資料に関する留意点】
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• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。
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ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
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いので、表示することができません。
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